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基準年度 目標年度

2
金融モニタリングに関する
基本方針の実施状況

3
金融機関のリスク管理の
高度化

4

既承認金融機関に係る安
定的なリスク管理の運用状
況の把握及び承認希望金
融機関に係る審査の実施

5
グローバルなシステム上重
要な金融機関等に対する
適切な監督

グローバルなシステム
上重要な金融機関に
対するヒアリング等を
通じ、グループ全体と
してのリスク管理態勢
の把握・検証

26年度 グローバルなシステム上重要な金融機関に対し、グループ全体としての経営・リスク管理等の高度化を促すことが重要であるため、指標を設定した。

金融機関に対するヒア
リング等を通じ、総合
的なリスク管理態勢等
の把握・検証

26年度 リスク管理の高度化により、金融機関の健全性に係る問題及び課題を早期に把握することが重要であるため、指標を設定した。

既承認金融機関に係
るフォローアップ及び
承認希望金融機関に
係る審査を実施

26年度
金融機関の業務や取引が複雑化する中、金融機関が抱えるリスクをより精緻に把握することで、金融機関のリスク管理の高度化への取組みを促す必要があるため、
指標を設定した。

当該指標は金融機関の健全性を示すものである。26年度も今年度の水準を維持すれば、健全性が確保されているということができるため、指標を設定した。

目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

26年度の金融モニタリ
ングに関する基本方針
に基づく金融モニタリン
グの実施

26年度
検査局と監督局におけるオンサイトとオフサイトのモニタリングについて更なる一体化を進め、より効率的・効果的な金融モニタリングを実施していく必要があるため、
指標を設定した。

26年度

測定指標

測定指標 基準値 目標値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

1
各業態の健全性指標〈自
己資本比率、不良債権比
率等〉

25年度各
業態の比
率

25年度 水準維持

施策の概要

　金融機関の健全性を確保するため、国際的な議論も踏まえた金融機関の健全性確保のためのルールの整備、効果的
なオフサイト・オンサイトモニタリング（監督・検査）の実施、オン・オフ（検査・監督）一体的なモニタリングの推進、金融機
能強化法等の適切な運用、金融機関の業務継続体制の検証、金融機関における情報セキュリティ対策向上のための取
組みを図ることとしている。

目標設定の
考え方・根拠

　我が国金融システムの安定性とこれに対する国内外からの信頼を
確保するためには、金融機関の健全性が確保される必要がある。
【根拠】
・各業法の目的規定、主要行等向けの総合的な監督指針、Ｇ20サミッ
ト首脳宣言・行動計画（平成 20 年 11 月 15 日）
・金融・資本市場に係る制度整備について（平成 22 年１月 21 日）、
「産業競争力の強化に関する実施計画」（平成26年１月24日閣議決
定）等

達成すべき目標 　金融機関の健全性が確保されること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅰ－１）

施策名 　金融機関の健全性を確保するための制度・環境整備 担当部局名

監督局総務課監督調査室、監督局総務課、監督局総務課監督企画
室、監督局総務課健全性基準室、監督局総務課信用機構対応室、
監督局総務課協同組織金融室、監督局総務課モニタリング支援室、
監督局総務課郵便貯金・保険監督参事官室、監督局銀行第一課、監
督局銀行第二課、監督局保険課、監督局証券課、総務企画局総務
課国際室、総務企画局政策課、総務企画局企画課、総務企画局企
画課信用制度参事官室、検査局総務課、証券取引等監視委員会証
券検査課
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6

大規模証券会社グループ
に対する連結ベースの財
務健全性基準に基づいた
適切な監督

7

保険会社又は保険持株会
社を頂点とするグループに
対する連結ベースの財務
健全性基準に基づいた適
切な監督

8
国際的な議論を踏まえた
国内制度の整備

9
大口信用供与等規制の見
直しに係る制度整備

10

金融機能強化法（震災特
例を含む）の活用検討の促
進及び同法等に基づき資
本参加を実施した金融機
関に対する適切なフォロー
アップの実施

11
業界横断の業務継続訓練
の実施

12
情報セキュリティ対策の向
上に向けた情報提供等の
実施状況

13
金融行政の質的向上に向
けての取組み

金融行政の質的向上
に資する施策の実施

26年度
26年度においても、引き続き、金融行政の質的向上（ベターレギュレーションの深化）を図るため、関係者の意見を聴取しながら、検査・監督・企画のそれぞれについて
再点検を行い、課題を抽出し、改善策を策定・実施していくため、指標を設定した。

訓練の実施 26年度
業界横断の業務継続訓練を毎年度実施することにより、各行の業務継続計画や災害への対応状況を比較し、対応が遅れている銀行の底上げを図るために指標を設
定した。

金融機関の情報セキュ
リティ対策の向上に向
けた情報提供等の実
施

26年度
「重要インフラの情報セキュリティ対策に係る第３次行動計画」において、情報セキュリティ対策に資する情報の官民における共有等が定められていることに基づき、内
閣官房情報セキュリティセンター（ＮＩＳＣ）と連携し、情報セキュリティに関する情報を金融関係事業者団体に提供を行うことが、金融機関の情報セキュリティ対策の向
上に資すると考えられるため、指標を設定した。

関係政府令の整備を
実施

26年度
25年６月19日に公布された「金融商品取引法等の一部を改正する法律」を踏まえ、大口信用供与等規制の対象となる信用の供与等の範囲等を定める政令・内閣府令
を、同法の公布日より１年半以内に公布・施行する必要があるため、指標を設定した。

金融機能強化法（震災
特例を含む）について
活用の検討を促すとと
もに、同法等に基づき
資本参加を実施した金
融機関について、適切
なフォローアップを実
施し、計画の履行状況
を半期毎に公表する。

26年度
将来を見据えた資本基盤の充実・強化を図ること及び国の資本参加を受けた金融機関対して適切なフォローアップを実施することは、金融機関の健全性確保にも寄
与すると考えられるため、指標を設定した。

連結ベースの計数につ
いて四半期毎にモニタ
リングを実施

26年度
平成25年度実績について、連結ベースのソルベンシー・マージン比率に関して、各社とも保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況が適当であるとされる200％を
大きく上回っており、十分な健全性が確保されているが、引き続きモニタリングを実施し、深度ある分析を行うことが重要であるため、指標を設定した。

銀行法告示等の整備
を実施

26年度
バーゼル３等の金融システム安定等を目的とした国際的な金融規制見直しの議論の進捗を踏まえ、これに対応した告示等を整備する必要があるため、指標を設定し
た。

商品別、国別、取引先
別といった複眼的な断
面から、リスクの増減・
集中度等について、連
結ベースの計数を用
い、四半期毎にモニタ
リング・分析を実施

26年度
大規模証券会社グループについては、引き続き、商品別、国別、取引先別といった複眼的な断面から、リスクの増減・集中度等について連結ベースの計数を用いたモ
ニタリング・分析を行うことが重要があるため、指標を設定した。
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当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

自己資本比率規制の国内
実施に係る必要な経費
（25年度までは「バーゼル
Ⅱ対応システム関係経
費」）

7
（7）

8
（8）

5 5 4

金融機関等検査経費
337

（241）
319

（236）
312 305 2

金融検査手法向上経費
4

（3）
3

（0）
3 6 2

リスク計測参照モデル関係
経費

24
（24）

22
（23）

23 23 2

デジタルフォレンジック関
連システム経費

-
6

（8）
11 8 2

金融機能強化法に基づく
資本増強の審査等経費

102
（1）

50
(2)

50 51 10

金融機能強化法（震災特
例）に基づく資本増強の審
査等経費

-
80
(8)

80 41 10

623
(408)

619
(406)

622 441

金融機能強化法(震災特例)に基づき国の資本参加を行う金融機関等が発行する優先株式等の商品性審査のため、ＦＡ業務を外部専門
家に委託するもの。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

G20サンクトペテルブルク・サミット　首脳宣言（平成25年9月6日）　抜粋
（金融規制）
61．　これまでの5年間で，我々は国際的に一貫した金融システムの改革の実施において大きな進捗を見た。全ての主要な国・地
域が，部分的に又は全体について，下記の措置をとった。
•国際的な資本基準（バーゼルIII）の実施
•グローバルなシステム上重要な銀行及び保険会社の特定，及びそのリスクを最小化するための，より高い健全性基準に関する合
意
•大規模で複雑な金融機関の秩序ある破たん処理を納税者に損失を与えることなく実施するために合意された手段と手続の実施
これらの改革を実施するための国際的な協調とコミットメントは過去に例を見ないものである。しかし，我々は更なる作業を行う必
要がある。我々はその作業が終わるまで改革の姿勢を維持することにコミットしている。

自己資本比率規制において高度なリスク管理計測手法を採用する場合には、当局の承認が必要。当該承認審査の際に金融機関が算
出する推計値の適切性を検証するほか、承認後に金融機関から提出される定量データの横断的な比較等に使用するシステムの運用・
保守等費用。

銀行法第25条、その他法令に基づき、金融機関の財務の健全性や適切な業務運営等を確保するために実施する検査に必要な経費。

金融検査マニュアルの整備等による金融検査手法の向上や、金融検査に関する情報を周知・広報（パンフレット作成、翻訳等）するため
に使用する経費。

検査において、被検査金融機関のリスク計測手法を実証的に検証するためのシステム保守・運用関係経費。

検査において、電子データで作成された資料を検証する際に活用するデジタルフォレンジック機器等の保守・運用関係経費。

金融機能強化法に基づき国の資本参加を行う金融機関等が発行する優先株式等の商品性審査のため、ＦＡ業務を外部専門家に委託す
るもの。

関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号
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1
国際的な議論を踏まえた
国内制度の整備

2
必要な措置等の適切な実
施による金融システムの混
乱の回避

3
名寄せデータの精度の維
持・向上の状況

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

金融危機管理経費
41
(0)

41
(0)

41 42 2

41
(0)

41
(0)

41 42施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

―

関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

預金保険法に定める資本増強の措置における優先株式等の引受けにあたり、優先株式の商品性等高度な専門知識を必要とする事項に
ついて、外部専門業者に委託するためのもの。

金融システムの混乱
の回避

26年度 金融システムの安定性を確保するためには、必要な措置等を実施し、金融危機を未然に防止することが重要であることから、指標を設定した。

前年度を維持 26年度
預金等の定額保護下において、万一、預金取扱金融機関の破綻が生じた場合、実際に保護される預金の払戻し等を円滑に行うためには、預金取扱金融機関が精度の
高い名寄せデータを日常的に整備しておくことが不可欠であることから、指標を設定した。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

銀行法告示等の整
備を実施

26年度
バーゼル３等の金融システム安定等を目的とした国際的な金融規制見直しの議論の進捗を踏まえ、これに対応した告示等を整備する必要があるため、指標を設定し
た。

施策の概要
　金融システムの安定性を確保するため、国際的な議論も踏まえた金融システムの安定確保のためのルール整備や、
預金等定額保護下における破綻処理のための態勢整備の充実を図ることとしている。

目標設定の
考え方・根拠

　金融システムは、資金仲介・リスク仲介機能や決済機能を担い、経済
活動の基盤をなすことから、国民生活と経済活動の健全かつ円滑な発
展のためには、金融システムの安定性が確保される必要がある。
【根拠】
・預金保険法第1条、ペイオフ解禁の実施にあたっての所感（平成17年
４月１日大臣発言）
・主要行等向けの総合的な監督指針　等

達成すべき目標 　金融システムの安定性が確保されること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅰ－２）

施策名 　我が国金融システムの安定性を確保するための制度・環境整備 担当部局名

監督局総務課監督調査室、監督局総務課監督企画室、監督局総務課
健全性基準室、監督局総務課信用機構対応室、監督局総務課協同組
織金融室、監督局総務課郵便貯金・保険監督参事官室、監督局銀行
第一課、監督局銀行第二課、総務企画局企画課信用機構企画室、検
査局総務課
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1

内外の市場動向やマクロ
経済情勢等に係る情報の
集積・調査・分析の実施状
況

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ―施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

―

関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

―

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

システミックリスクの
未然防止が図られる
こと

26年度
内外の市場動向やマクロ経済情勢、金融機関の融資・投資動向等に係る情報の集積・調査・分析を行うことが、金融機関の健全性等に与える影響についての認識・分
析を深めることに資すると考えられるため、指標を設定した。

施策の概要
　金融システムの安定を確保し、金融・資本市場の動向を的確かつ早期に把握するため、内外の市場動向やマクロ経済
情勢等について、実体経済との相互作用に留意しつつ、関係省庁や日銀とも連携し、マクロ・プルーデンスの視点も踏ま
え、情報の集積・調査・分析を実施する。

目標設定の
考え方・根拠

　金融システムが円滑かつ安定的にその機能を発揮するためには、市
場動向等を適格に把握し、マクロ・プルーデンスの視点に基づく行政対
応を実施するなど、システミックリスクの未然防止に努める必要があ
る。

達成すべき目標 　システミックリスクの未然防止が図られること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅰ－３）

施策名 　金融システムの安定性を確保するための経済・市場全体にかかるリスクの把握と行政対応 担当部局名
監督局総務課監督調査室、監督局総務課監督企画室、総務企画局政
策課総合政策室、検査局総務課
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基準年度 目標年度

「多重債務問題改善プログラム」において、国は自治体における取組みのバックアップをすることとされていることから、自治体の相談体制の強化を図るため、各財務局
に管内自治体の相談員等向けの研修を開催するよう促している。

14
財務局による管内自治体
の相談員等向け研修の参
加市町村数（延べ数）

474市町村 25年度 500市町村 26年度

金融ＡＤＲ制度の運用状況のフォローアップを実施し、必要に応じ、更なる改善を図る点について検討を行うために、金融トラブル連絡調整協議会の定期的な開催も必
要となるため。
23年２月開催の金融トラブル連絡調整協議会において、委員間で半年に１回程度のペースにて開催することについて合意された。

12
振り込め詐欺救済法に基
づく金融機関の被害者に
対する返金率

(５月末確
定)
78.25%

25年度 80% 26年度
振り込め詐欺救済法に基づく返金制度の円滑な運用が確保されているかを確認するためには、被害者にどの程度返金が進んでいるかを把握・比較することが重要であ
るため。

9
金融トラブル連絡調整協議
会の開催の状況

２回 25年度 ２回 26年度

金融サービス利用者相談室に寄せられた利用者からの相談件数等を四半期毎に公表を行っており、当相談室の稼働状況を示す一つの指標であることから測定指標と
し、金融サービス利用者の利便性の向上を図るため、金融サービス利用者相談室において利用者からの相談等に対し一元的に対応しているところであり、引き続き相
談体制等の充実を取り組む必要があると考える。なお、目標値の設定については、25年４～６月期において個別の要因により相談等件数が増加しているため、平常時
の件数を目標値として設定し、また事前相談の受付件数を1,000件と見積もり計上した。

8
①外部への講師派遣及び
②相談室職員研修への対
応状況

①２回
②３回

25年度
①２回
②３回

26年度

①外部研修等へ金融サービス利用者相談室職員を派遣し、金融サービス利用者相談室に寄せられた利用者からの相談件を分析して得られた金融トラブルの傾向等を
説明することは、金融トラブルの未然防止等に役立ち、利用者の保護に資すると考えることから、保護測定指標として選定し、前年度実績を維持し継続して行う必要が
あると考える。
②また、金融サービス利用者の利便性の向上を図るため、金融サービス利用者相談室において利用者からの相談等に対し一元的に対応しているところであり、相談体
制等の充実を図るため、相談室職員に対し研修を継続して実施する必要があることから、測定指標として選定し、前年度実績を維持し継続して行う必要があると考え
る。

測定指標 基準値 目標値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

7
「金融サービス利用者相談
室」における相談等の受付
状況等

40,761件 25年度 41,000件 26年度

施策の概要

　金融サービスの利用者の保護が図られるために、金融実態に則した利用者保護ルール等を整備し、利用者が金融商
品・サービスを安定して利用できるような利用者の信頼度の高い金融システムの構築を図ることとしている。
　また、制定した利用者保護ルールの運用状況を注視し、そのフォローアップを適切に行うとともに、金融関連犯罪の防
止等に取り組むこととしている。

目標設定の
考え方・根拠

　金融サービスの利用者が各種リスクを十分に理解し、金融商品・サー
ビスを安心して受けられるよう、利用者保護のための相談等の枠組み
の充実等、周辺環境の整備を図る。
また、その業務の公共性を十分に認識した上で、金融機関の法令等遵
守態勢の確立されることが必要であることから、法令等遵守に対する
適切な行政対応を行う。
これらの環境整備を行ったうえで、必要に応じて金融実態に対応した利
用者保護ルール等を整備する。
【根拠】
・各業法の目的規定、各監督指針
・金融・資本市場競争力強化プラン（平成19年12月21日）
・多重債務問題改善プログラム（平成19年４月20日多重債務者対策本
部決定）
・預貯金者保護法、振り込め詐欺救済法、消費者基本計画（平成22年
３月30日）

達成すべき目標 　金融サービスの利用者の保護が図られること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

平成26年度実施施策に係る事前分析表（記載要領）
金融庁26（施策施策Ⅱ－１）

施策名 　利用者が安心して金融サービスを受けられるための制度・環境整備 担当部局名 実施計画と同内容を記載。
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1
利用者保護のための更な
る政府令等の整備

2
預金取扱金融機関におけ
る更なる態勢整備

3
金融商品取引業者等にお
ける更なる態勢整備

4
保険会社等における更な
る態勢整備

5
貸金業者における更なる
態勢整備

6
前払式支払手段発行者及
び資金移動業者における
更なる態勢整備

10
不正利用口座への対応状
況

金融機関において利
用停止等の措置を
実施

26年度
振り込め詐欺など他人の財産を害する犯罪の被害の防止のためには、金融機関が口座不正利用に伴う利用停止等の措置を行うことが重要であることから、測定指標
として選定した。

必要に応じて監督指
針等の改正を行い、
自主規制機関等と連
携しながら、貸金業
者における更なる態
勢整備を促すよう指
導・監督を行う。

26年度
資金需要者の保護が図られるためには、貸金業者において法令等遵守態勢を含めた態勢が適切に整備されることが重要であるから、そうした態勢整備が適切に行わ
れるよう指導・監督していくことを測定指標として選定した。

必要に応じて事務ガイ
ドラインの改正を行い、
前払式支払手段発行
者及び資金移動業者
における更なる態勢整
備を促すよう指導・監
督を行う。

26年度
金融サービスの利用者保護が図られるためには、前払式支払手段発行者及び資金移動業者において法令等遵守態勢を含めた態勢が適切に整備されることが重要で
あるから、そうした態勢整備が適切に行われるよう指導・監督していくことを測定指標として選定した。

自主規制機関とも連
携しつつ、監督指針
の改正等を通じて監
督上の着眼点の明
確化する等、金融商
品取引業者等におけ
る更なる体制整備を
促すよう指導・監督
を行う。

26年度
金融サービスの利用者の保護が図られるためには、必要に応じて自主規制機関とも連携しつつ、金融商品取引業者等において法令等遵守態勢を含めた態勢が適切に
整備されることが重要であるから、そうした態勢整備が適切に行われるよう指導・監督していくことを測定指標として選定した。

保険業法等の一部
改正を踏まえた政府
令、監督指針の規定
の整備等を踏まえ、
保険会社等における
更なる態勢整備を促
すよう指導・監督を
行う。

26年度
金融サービスの利用者の保護が図られるためには、保険会社等において法令等遵守態勢を含めた態勢が適切に整備されることが重要であるから、そうした態勢整備
が適切に行われるよう指導・監督していくことを測定指標として選定した。

金融商品取引法の
一部改正等を踏まえ
た政府令の整備。

26年度 金融商品取引法の一部改正等の実効性を確保するために、所要の整備を参考指標として選定した。

必要に応じて監督指
針等の改正を行い、
監督上の着眼点の
明確化を行う。各業
界団体との意見交換
会等を通じて、内部
管理態勢の改善へ
の取組みに関する対
話を行う。

26年度
金融サービスの利用者の保護が図られるためには、各金融機関において法令等遵守態勢を含めた態勢が適切に整備されることが重要であるから、そうした態勢整備
が適切に行われるよう指導・監督していくことを測定指標として選定した。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度
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11

偽造キャッシュカード等に
よる被害の防止のための
セキュリティ対策の実施状
況

13
多重債務者相談窓口の周
知・広報に係る活動状況

15
無登録業者に対する適切
な対応

16

法令違反行為等が認めら
れた適格機関投資家等特
例業務届出者に対する適
切な対応

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1)
貸金業務取扱主任者登録
に必要な経費

5
（2）

18
（8）

17 7 5

(2)
貸金業者情報検索サービ
ス運用経費

25
（15）

8
（8）

8 8 5

(3)
検査等一般事務費
【再掲】

- - - - -

(4)
証券取引等監視経費
（課徴金調査等経費）
【再掲】

- - - - -

(5)
金融サービス利用者相談
室職員に対し継続して研修
を実施（平成25年度）

0 0 0.63 0.432 8

(6)
金融トラブル連絡調整協議
会等の開催（22年度）

0.4
（0.03）

0.4
（0.5）

0.4 0.4 9

貸金業主任者登録を行う際に、申請者の本籍所在地の市区町村及び東京地方検察庁に対し、犯歴照会を行うもの。

金融庁ウェブサイトにおいて、貸金業法に基づき登録を受けている財務局・都道府県登録の貸金業者の登録を検索できるサービス。

金融商品取引業者などに対する証券検査や無登録業者等に対する裁判所への申立てのための調査を行うもの。

有価証券報告書等の虚偽記載等に係る開示検査や無届募集に対する裁判所への申立てのための調査を行うもの。

金融サービス利用者の利便性の向上を図るため、金融サービス利用者相談室において利用者からの相談等に対し一元的に対応してい
るところであり、相談体制等の充実を図るため、相談室職員研修を継続して実施するもの。

金融トラブル連絡調整協議会等の枠組みを活用した金融ＡＤＲ制度の運用状況のフォローアップを実施し、必要に応じ、更なる改善を図
る点について検討を行う。

法令違反行為等が
認められた適格機関
投資家等特例業務
届出者について、社
名・代表者名・法令
違反行為等の公表、
警告書の発出等によ
り、適切に対応を行
う。

26年度
適格機関投資家等特例業務届出者による悪質な勧誘等については、財務局等との連携の下、社名・代表者名・法令違反行為等の公表等を行うことで、投資者被害拡
大の防止や同様の違法行為等の未然防止に取り組むことが重要であるから、指標として選定した。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

相談窓口について多
様な手段により効果
的に広報活動を行
う。

26年度
「多重債務問題改善プログラム」において、国は相談窓口の周知に努めることとされていることから、多重債務者及び多重債務に陥る可能性のある者が相談窓口を確
実に認知できるよう、インターネット広告等をはじめとする広報媒体の多様化や、多重債務者相談強化キャンペーンにおける集中的な広報活動等を行うことにより、効果
的な広報活動に努める必要があるため、選定した。

無登録業者の詐欺
的な投資勧誘等につ
いての注意喚起や、
個別の無登録業者
への適切な対応を行
う。

26年度
無登録業者による詐欺的な投資勧誘等の被害の未然防止及び被害の拡大防止のためには、国民への注意喚起や個別業者への適切な対応を行うことが重要であるか
ら、測定指標として選定した。

偽造キャッシュカード
等による被害の防止
のため、金融機関に
おけるセキュリティ対
策の向上に向けた取
組みを促すよう指
導・監督を行う。

26年度
偽造キャッシュカード等による被害の防止のため、金融機関におけるセキュリティ対策の一層の向上に向けた取組みが重要であることから、そうした取組みを促すよう
指導・監督していくことを測定指標として選定した。
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(7)
振り込め詐欺救済法に係
る業務に関する経費

12

(8)
改正貸金業法に係る制度・
多重債務者対策に関する
広報経費

9
(6)

9
（10）

9 9 13

39
（23）

35
（18）

35 25

振り込め詐欺救済法に係る制度の広報の実施。

改正貸金業法に係る制度の周知並びに多数の多重債務者及び今後多重債務に陥る可能性がある者への周知のための、ポスター等の
作成に係る印刷製本費及び発送に係る通信運搬費。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

－
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基準年度 目標年度

3
顧客のニーズに的確に対
応した金融仲介機能の発
揮

4
「経営者保証に関するガイ
ドライン」の融資慣行として
の浸透・定着

金融機関における顧客
企業の経営改善、事業
再生、育成・成長につ
ながる新規融資に関す
る積極的な取組み等
の促進

26年度 各金融機関における金融仲介機能の発揮状況に係る取組みについて、実態把握に努めるとともに積極的な対応を促すため、指標を設定した。

「経営者保証に関する
ガイドライン」の周知・
広報及び金融機関等
に対する積極的な活用
の促進

26年度

平成25年12月に策定された「経営者保証に関するガイドライン」は、中小企業等の経営者保証に関する契約時及び履行時等における中小企業、経営者及び金融機関
による対応についての、中小企業団体及び金融機関団体共通の自主的自律的な準則である。本ガイドラインの積極的な活用により、経営者保証の課題に対する適切
な対応を通じてその弊害を解消し、各ライフステージにおける中小企業や創業を志す者の取組意欲の増進が図られ、ひいては、中小企業金融の実務の円滑化を通じて
中小企業等の活力が一層引き出されることが期待されるため、指標を設定した。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

地域金融機関の利用者等からの評価を把握し、その後の監督対応に活用していくことが重要であることから、指標を設定した。

2 貸出態度判断ＤⅠ 9 26年３月
26年３月
期の水準
を維持

27年３月 中小企業金融の円滑化に向けた取組みの効果を把握するため、指標を設定した。

測定指標 基準値 目標値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

1
地域金融機関の地域密着
型金融に関する取組み評
価

P 25年度末

積極的評
価の割合
が25年度
に比べ上
昇

26年度末

施策の概要
　資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられるため、顧客のニーズに的確に対応した金融仲介機能の発揮、
地域密着型金融の促進、中小企業の経営改善と事業再生支援、企業のアジア地域等への進出支援体制の整備・強化
及び金融機能強化法の適切な運用の取組みを図ることとしている。

目標設定の
考え方・根拠

　新成長戦略や金融資本市場及び金融産業の活性化等のアクション
プランにおいて、金融業には、実体経済を支え、かつ、それ自身が成長
産業として経済をリードしていく役割が求められている。そのためには、
各金融機関において、資金の借り手に真に必要な金融サービスを提供
することが必要である。
【根拠】
「金融・資本市場活性化に向けての提言」（平成25年12月13日）、好循
環実現のための経済対策（平成25年12月５日閣議決定）、日本再興戦
略（平成25年６月14日閣議決定）、日本経済再生に向けた緊急経済対
策（平成25年１月11日閣議決定）、株式会社企業再生支援機構法の一
部を改正する法律（平成25年２月26日成立、３月６日公布、３月18日施
行）、新成長戦略（平成22年６月18日閣議決定）、金融資本市場及び金
融産業の活性化等のためのアクションプラン（平成22年12月24日）、平
成23年度の経済見直しと経済財政運営の基本的態度（平成23年１月
24日閣議決定）等

達成すべき目標 　資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅱ－２）

施策名 　資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環境整備 担当部局名
監督局総務課監督調査室、監督局総務課、監督局総務課協同組織金
融室、監督局銀行第一課、監督局銀行第二課、総務企画局企画課信
用制度参事官室、検査局総務課
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5

個人版私的整理ガイドライ
ンの運用支援、東日本大
震災事業者再生支援機構
の活用促進

6
企業のアジア地域等への
進出支援体制の整備・強
化

7

  金融機能強化法（震災特
例を含む）の活用検討の促
進及び同法に基づき資本
参加を実施した金融機関
に対する適切なフォロー
アップの実施

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

関係機関等との連携強化
に必要な経費

3
(2)

3
(3)

5 4 1、2

円滑な金融仲介機能の発
揮の支援に関する経費

- - - 19 3

個人債務者の私的整理に
係る支援に必要な経費

1,067
（27）

633
（145）

346 240 5

被災者支援施策に係る周
知広報に必要な経費(旅費
以外）

19
(12)

42
(33)

35 24 5

被災者支援施策に係る周
知広報に必要な経費（旅
費）

1
(1)

2
（0）

1 1 5

1,091
(42)

680
(181)

409 288

本庁職員が直接各財務（支）局へ中小企業金融円滑化の指導等を行うとともに、中小企業金融等のきめ細かな実態把握のためのヒアリ
ング等を実施
当庁から各財務局等が実施する地域密着型金融に関する会議へ参加

金融機関が創業・新規事業等の支援を行うに当たって、目利き能力等の向上のために必要な事業性評価のスキルや起業家が抱える実
務的課題
等について調査研究等を実施

東日本大震災において被災した個人債務者が私的整理をする際の弁護士費用等の補助（業務費のうち弁護士等の専門家への報酬及
び郵送、交通、宿泊に要する費用の補助）

被災地における、被災者支援策の周知・広報

被災地における、被災者支援策の周知・広報に係る旅費

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成25年1月11日閣議決定）
・第183回国会　衆議院財務金融委員会における麻生財務大臣兼金融担当大臣の所信表明（平成25年3月13日）
・第183回国会　参議院財政金融委員会における麻生財務大臣兼金融担当大臣の所信表明（平成25年3月19日）
・日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）
・好循環実現のための経済対策（平成25年12月5日閣議決定）
・金融・資本市場活性化に向けての提言」（平成25年12月13日）

金融機能強化法（震災
特例を含む）について
活用の検討を促すとと
もに、同法に基づき資
本参加を実施した金融
機関について、適切な
フォローアップを実施
し、計画の履行状況を
半期毎に公表する。

26年度
将来を見据えた資本基盤の充実・強化を図ること及び国の資本参加を受けた金融機関対して適切なフォローアップを実施することは、金融機関の健全性確保にも寄与
すると考えられるため指標を設定した。

関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

被災者にとって利用し
やすい制度となるよう、
必要に応じた運用の見
直し、及びさらなる周
知広報への取組み

26年度
今後、防災集団移転促進事業等が進捗する等、被災者（事業者及び個人）が本格的に事業や生活の再建を図っていく中で、被災者支援の一層の促進を図るため、被
災者のおかれている状況をきめ細かく把握し、被災者のニーズに的確に対応していく必要があることから、指標を設定した。

日本企業がアジア地域
等の海外に進出する
際の企業顧客のニー
ズに即したきめ細かな
金融サービスへの取
組み等を促進

26年度
主要行等や地域金融機関等が協働し、アジアなど海外へ進出する日本企業に十分な金融サービスを提供できる環境の構築等の取組み等を行っているか確認するた
め、指標を設定した。
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1
投資信託・投資法人法制
の見直しの進捗状況

2

金融審議会金融分科会報
告「新しい保険商品・サー
ビス及び募集ルールのあ
り方について」の提言内容
の実現に向けた取組みの
進捗状況

3
NISAの普及促進に向けた
取組みの進捗状況

4
金融機関の投信窓販売等
に関する横断的な検証状
況

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1) 金融税制調査等経費
7

（7）
7

（7）
7 10 -

(2) 金融税制広報経費 - - 4 4 -

7
（7）

7
（7）

11 14

金融資本市場の活性化のための税制面の環境整備に向けた委託調査、及び海外への実地調査

NISA等に係る周知・広報

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

―

金融機関の手数料ビ
ジネスに関する水平的
レビューの実施

26年度
金融機関の手数料ビジネスについて、25年度に実施した横断的な実態把握（水平的レビュー）の成果を踏まえ、26年度も同様の取組み（前年度の未実施先を含む）を
着実に実施することにより、真の顧客利益につながり、成長マネーの供給促進にも貢献する業務のあり方について、引き続き検証していく必要があるため、左記の目標
を設定した。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

保険業法等の一部改
正法の施行に向けた
政令・内閣府令の整備
等

26年度
金融審議会金融分科会報告「新しい保険商品・サービス及び募集ルールのあり方について」の提言内容の実現に向けた取組みについて、左記の測定指標を選定した。
また、「保険業法等の一部改正法案」を25年度に国会に提出したことから、その施行に向けて左記の目標を設定した。

NISA関連の税制改正
要望提出

26年度
ＮＩＳＡの普及促進に向けた取組みについて、施策の実施状況を直接的・定性的に評価するために、左記の測定指標を選定した。なお、、ＮＩＳＡの利用動向の一端を示
す口座開設数を参考指標として選定した。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

所要の政令・内閣府令
の整備、業界の自主規
制団体の規則の内容
について業界と議論を
通じた制度・環境整備

26年度
投資信託・投資法人法制の見直しについて、施策の実施状況を直接的・定性的に評価するために、左記の測定指標を選定した。また、25年度に検討・議論してきた内
容を踏まえ、26年度も着実に施策を実施するために左記の目標を設定した。

施策の概要
　国民の資産形成等に真に必要な金融サービスが提供されるため、投資信託や保険等の金融サービスの提供のあり
方、我が国金融機関が国民のニーズに合った金融サービスを提供するためのあり方を検討する。こうしたサービスの提
供を通じて、個人投資家が安心して投資できる制度・環境整備を図ることとしている。

目標設定の
考え方・根拠

　少子高齢化社会が進展している中、我が国経済の持続的な成長を確
保し、国民が成長の果実を享受していくためには、国民に長期的に適
切な投資機会が提供され、資産形成が図られる必要がある。また、少
子高齢化社会にふさわしい保険等の金融サービスが提供される必要
がある。
【根拠】
  「日本経済再生に向けた緊急経済対策」（平成25年１月11日閣議決
定）
  「日本再興戦略－JAPAN is BACK－」（平成25年6月14日閣議決定）

達成すべき目標  　国民の資産形成等のために、真に必要な金融サービスが提供されること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅱ－３）

施策名 資産形成を行う者が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環境整備 担当部局名
総務企画局企画課、総務企画局市場課、総務企画局企画課保険企画
室、総務企画局政策課、総務企画局政策課総合政策室
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1

店頭デリバティブ取引の決
済の安定性・透明性の向
上に向けた制度の整備状
況

2

国債取引等の証券決済・
清算態勢の強化に向けた
取組及び国際合意に則し
た清算機関等への適切な
監督の実施

基準年度 目標年度

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅲ－１）

施策名 　市場インフラの構築のための制度・環境整備 担当部局名 総務企画局市場課、総務企画局企業開示課

26年度
店頭デリバティブ取引の決済の安定性・透明性の向上のためには、関係機関等との連携や制度整備を行うことにより市場インフラを構築することが重要であることから、
測定指標として設定した。

施策の概要

　店頭デリバティブ取引及び国債取引等に関する決済システム等の安全性、効率性及び利便性をより一層向上させるこ
とを通じ、信頼性の高い、魅力ある市場インフラを構築するとともに、国際的な動向等を踏まえ、これらの実現を図ること
としている。
　また、EDINETの整備を通じ、有価証券の発行者の財務内容、事業内容及び有価証券を大量に取得・保有する者の状
況を正確、公平かつ適時に開示し、それを基礎として、投資者がその責任において有価証券の価値その他の投資に必
要な判断をするための機会を与え、投資者保護を図ることとしている。

目標設定の
考え方・根拠

清算機関等は、金融・資本市場を支え、かつ、金融システムの安定を
確保するための重要な市場インフラであり、また、金融・資本市場の国
際的な競争力に影響する重要な要素である。決済システムの安全性、
効率性及び利便性をより一層向上させることを通じ、信頼性の高い、魅
力ある市場インフラを構築するとともに、国際的な動向等を踏まえ、こ
れらの実現に資する取組みを行う。
また、有価証券の発行者の財務内容、事業内容及び有価証券を大量
に取得・保有する者の状況を正確、公平かつ適時に開示し、それを基
礎として、投資者がその責任において有価証券の価値その他の投資に
必要な判断をするための機会を与え、投資者保護を図ることを目指
す。
【根拠】
・「金融・資本市場競争力強化プラン（平成19年12月21日）」
・「金融審議会金融分科会基本問題懇談会報告～今次の金融危機を
踏まえた我が国金融システムの構築～」（平成21年12月９日）
・「金融・資本市場に係る制度整備について」（平成22年１月21日）
・CPSS/IOSCO市中協議報告書「金融市場インフラのための原則」（平
成23年３月10日）
・「店頭デリバティブ市場規制にかかる検討会」における議論の取りまと
め（平成23年12月26日）

達成すべき目標 信頼性の高い、魅力ある市場インフラを構築すること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

国債取引等の証券決済・清算態勢の強化に向けた市場参加者による取組みについて、着実な実施に向けて金融庁がサポートするとともに、国際合意に則して清算機
関等を適切に監督することが重要であることから、測定指標として設定した。

測定指標 基準値 目標値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

店頭デリバティブ取引
の決済の安定性・透明
性の向上に向けて制
度整備を実施する。

12.7% 25 前年度より向上 26

国債取引等の証券決
済・清算態勢の強化に
向けた取組みを支援
し、国際的議論に則し
た清算機関等の制度
整備を実施する。

26年度

【測定指標】
　店頭デリバティブ取引の決済の安定性・透明性の向上のための施策の１つとして清算集中義務を導入したことから、我が国における中央清算された店頭デリバティブ
取引(想定元本)の割合を測定指標として選定した。
【目標値】
　前年度より向上

3
・我が国における中央清算
された円金利スワップ取引
（想定元本）の割合
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当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1)
店頭デリバティブ取引情報
の蓄積・分析システム関連
経費

－
72

（72）
52

（52）
18 1

(2)
有価証券報告書等電子開
示システム経費（運用）

－ － － 568 3

(3)
有価証券報告書等電子開
示システム経費（開発）

－ － － 210 3

(4)
有価証券報告書等電子開
示システム整備経費

833
（833）

871
(861)

397
（361）

－ 3

(5)

業務・システム最適化計画
に基づく次世代「有価証券
報告書等の電子開示シス
テム」の開発に必要な経費

337
（328）

806
(806)

670
（670）

－ 3

(6)
次世代「有価証券報告書
等の電子開示システム」の
運用に必要な経費

－
281
(269)

615
（549）

－ 3

(7)
制度改正等へ対応するた
めの経費

15
（5）

14
(7)

14
（4）

－ 3

1,185
（1,166）

1,974
（1,943）

1,696
（1,584）

778

4

・有価証券報告書等の開
示書類に関する電子開示
システム（EDINET）の稼働
率
（注）システムの定期保守
等、故障に因らない停止期
間は除外する。

100% 24 100% 26

【測定指標】
　投資者が投資判断を行うために必要な情報をEDINETが提供していることから、EDINETの稼働率を測定指標として選定した。
【目標値】
　システムの安定運用に努めるため、目標とするサービスレベルを99.9％とした。

(参考指標)
・開示書類の提出会社数（内国会社）
・有価証券報告書、臨時報告書、大量保有報告書等の提出件数
・ＥＤＩＮＥＴへのアクセス件数

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

平成22年５月に成立した金商法改正法により導入された店頭デリバティブ情報の報告・蓄積・分析制度に対応するためのシステム構築・
運営を行うもの。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・CPSS/IOSCO市中協議報告書「金融市場インフラのための原則」（平成23年３月10日）
・「店頭デリバティブ市場規制にかかる検討会」における議論の取りまとめ（平成23年12月26日）
・「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年６月14日閣議決定）

有価証券報告書等の電子開示システム（EDINET）の安定的な稼働を確保するために、システム運用管理、ヘルプデスク業務等を行うも
の。

EDINETの企業内容等の開示に係る制度改正に伴う改修や、開示情報利用者の利便性向上及び開示書類提出者の負担軽減を考慮した
開発や検討等を行う。

平成25年９月16日までに稼動していた旧システム（EDINET）の安定的な稼働を確保するために、システム運用管理、ヘルプデスク業務等
を行ったもの。

平成25年９月17日に稼動した新システム（EDINET）の整備経費。

平成25年９月17日に稼動した新システム（EDINET）の安定的な稼働を確保するために、システム運用管理、ヘルプデスク業務等を行うも
の。

金融商品取引法の企業内容等の開示に係る制度改正等に対応するために、システム改修を行うもの。
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1
総合取引所の実現に向け
た取組に係る進捗状況

2

「新規・成長企業へのリス
クマネーの供給のあり方等
に関するワーキング・グ
ループ」報告書（平成25年
12月25日公表）等を踏まえ
た制度整備に係る進捗状
況

3 投資法人に関する規制の
見直しの進捗状況

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅲ－２）

施策名 　市場機能の強化のための制度・環境整備 担当部局名
総務企画局企業開示課、総務企画局市場課、総務企画局企画課信用
制度参事官室

施策の概要
　市場機能の強化のための制度・環境整備として、資金調達に係る利便性の向上等の環境を整備するための取組みを
行う。

目標設定の
考え方・根拠

「金融・資本市場活性化に向けての提言」においては、「東京市場が他
の主要な金融センターに比肩し得るほどに多様な資金調達ニーズに応
えるとともに、内外の投資家が多様な投資対象をタイムリーに見つけ得
る厚みのある市場を構築する」とされていることを踏まえ、総合取引所
の実現に向けた取組みを行う。
また、「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあり方等に関する
ワーキング・グループ」報告書（平成25年12月25日公表）等を踏まえた
必要な制度整備等を継続し、新規・成長企業へのリスクマネーの供給
を促進し、経済の持続的な成長の実現を図る。
さらに、「日本版スチュワードシップ・コード」（平成26年２月26日策定）
の普及や活用を促すなど、上場企業等の実効性ある企業統治の実現
に向けた環境整備を図る。
【根拠】
・「規制改革実施計画」（平成25年６月14日閣議決定）
・「日本再興戦略」（平成25年６月14日閣議決定）
・金融・資本市場活性化有識者会合「金融・資本市場活性化に向けて
の提言」（平成25年12月13日）
・金融審議会「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあり方等に関
するワーキング・グループ」報告（平成25年12月25日）
・「『責任ある機関投資家』の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード
≫～投資と対話を通じて企業の持続的成長を促すために～」（平成26
年２月26日）

達成すべき目標 　我が国市場の公正性・透明性を確保しつつ、多様な資金調達手段・適切な投資機会が提供されること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

・総合取引所における
商品デリバティブ取引
に係る行為規制のあり
方について、引き続き
検討を行う。
・総合取引所の実現に
向け、取引所等関係者
への働きかけ等を行
う。

26年度 市場機能強化のための制度・環境整備の一環として、総合取引所の実現に向けた取組の促進は重要であるため。

「新規・成長企業への
リスクマネーの供給の
あり方等に関するワー
キング・グループ」報告
書（平成25年12月25日
公表）等を踏まえた必
要な制度整備等を継
続する。

26年度
新規・成長企業へのリスクマネーの供給促進のため、「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあり方等に関するワーキング・グループ」報告書（平成25年12月25日
公表）等を踏まえた制度整備等を継続する必要があるため。

金融商品取引法等の
一部を改正する法律の
うち、投資法人の資金
調達・資本政策手段の
多様化等（公布後１年
６月以内施行）に係る
部分について、関係政
府令を整備を行う。

26年度
不動産投資市場の活性化のための制度整備として、投資法人に関する規制の見直しが必要であるため。
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4

「日本版スチュワードシッ
プ・コード」（平成26年２月
26日策定）の定着に向けた
取組み等の実施状況

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

― － － － － ― ―

－ － － －

関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

―

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

―

「日本版スチュワード
シップ・コード」の定着
に向けた情報発信・周
知活動等を行う。

26年度
「日本版スチュワードシップ・コード」（平成26年２月26日策定）の定着に向けて、機関投資家によるコードの受入れ状況等の定期的な公表や国内外にわたる情報発信・
周知活動等に取り組む必要があるため。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
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1
金融商品取引法上のディ
スクロージャーの適切性を
確保するための施策

2
国際的に高品質な会計基
準の設定・適用に向けた取
組

3
情報力に支えられた機動
的な市場監視の実施

4 海外当局との必要な連携

5
迅速・効率的な取引調査
の実施

6
迅速・効率的な開示検査
の実施

7 課徴金制度の適切な運用

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅲ－３）

施策名 　市場取引の公正性・透明性を確保するための制度・環境整備 担当部局名
証券取引等監視委員会事務局、総務企画局総務課審判手続室、総務
企画局市場課、総務企画局企業開示課、監督局証券課

施策の概要
　我が国市場取引の公正性・透明性の向上のため、ディスクロージャー制度等について、制度的枠組み等の整備を図
る。また、情報の収集・分析、検査、調査等の市場監視活動を行い、その結果、法令違反等が認められた場合、課徴金
納付命令等の勧告、犯則事件としての告発を行い、厳正な対処を図る。

目標設定の
考え方・根拠

　市場取引の公正性・透明性を確保し、投資者の保護を図ることは、金
融・資本市場に対する市場参加者の信頼を保持し、我が国市場の活性
化や国際競争力向上に必要不可欠である。

【根拠】
・金融商品取引法第26条、第177条、第210条　等
・企業会計審議会「国際会計基準（IFRS）への対応のあり方に関する当
面の方針」（平成25年6月19日）
・金融資本市場及び金融産業の活性化等のためのアクションプラン（平
成22年12月24日）

達成すべき目標 　投資者保護のための制度・環境の整備等を図ることにより、我が国市場取引の公正性・透明性の向上に資すること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

国際的に高品質な会
計基準の設定・適応に
向けた取組を実施す
る。

26年度
国際的に高品質な会計基準の策定に向け、IFRSの任意適用の積上げを図るため、「国際会計基準（IFRS）への対応のあり方に関する当面の方針」に掲げられた３つの
方針に対して、適切に対応することが、重要であることから、測定指標として選定した。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

金融商品取引法上の
ディスクロージャーの
適切性を確保するため
の施策を実施する。

26年度
市場取引の公正性・透明性の確保に向けた環境整備のためには、投資者が自らの責任において有価証券の価値その他投資判断を行うために必要な正確な情報を得
ることができるよう、引き続き、継続的に金融商品取引法上のディスクロージャーの適切性を確保していくことが重要であることから、測定指標として選定した。

クロスボーダー取引を
利用した不公正取引へ
の対応において、海外
当局との必要な連携を
行う。

26年度
市場取引の公正性・透明性の確保に向けた環境整備のためには、証券規制当局間の情報交換枠組みの活用等を通じ、海外当局と緊密に連携して対処することが重要
であることから、測定指標として選定した。

機動的な市場監視を
実施する。

26年度
市場取引の公正性・透明性の確保に向けた環境整備のためには、市場監視の空白を作らないよう、幅広く情報を収集し、機動的な市場監視を実施することが重要であ
ることから、測定指標として選定した。

迅速・効率的な開示検
査を実施する。

26年度
市場取引の公正性・透明性の確保に向けた環境整備のためには、有価証券報告書の虚偽記載等に対する迅速・効率的な検査を実施することが重要であることから、
測定指標として選定した。

迅速・効率的な取引調
査を実施する。

26年度
市場取引の公正性・透明性の確保に向けた環境整備のためには、不公正取引に対する迅速・効率的な調査を実施することが重要であることから、測定指標として選定
した。

課徴金制度を適切に
運用する。

26年度
市場取引の公正性・透明性の確保に向けた環境整備のためには、不公正取引及び有価証券の虚偽記載等の違反行為に対して課徴金制度を適切に運用することが重
要であることから、測定指標として選定した。
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8 効果的な犯則調査の実施

9
政策課題の発生に応じた
自主規制機関との適切な
連携

10
効果的な情報発信及び関
係諸団体との意見交換の
実施

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1)
企業財務諸制度調査等経
費

47
（46）

43
（40）

38 30 2

(2)
証券取引等監視委員会一
般事務費

50
（31）

23
（9）

23 19
3、4、5、
6、8

(3)
証券取引等監視経費
（証券取引審査経費）

0.7
（0.3）

0.3
（0.9）

0.3 0.8 3

(4)
デジタルフォレンジック関
連システム運用経費

－ － 40 26
3、4、5、
6、8

(5)
インターネット巡回監視シ
ステム運用経費

－ － 21 15
3、4、5、
6、8

(6)
情報収集・分析態勢強化
経費

－ － － 17 3

(7)
証券取引等監視経費
（課徴金調査等経費）

18
（18）

38
（28）

47 49 4、5、6

(8)
情報収集・分析ツール運用
経費

－ － － 6 6

(9)
証券取引等監視経費
（犯則調査経費）

147
（87）

99
（33）

108 86 4、8

(10) 課徴金制度関係経費
4

（-）
3

（-）
3 3 7

効果的な犯則調査を
実施する。

26年度
市場取引の公正性・透明性の確保に向けた環境整備のためには、金融・資本市場の公正を害する悪質な行為に対して厳正な調査を実施することが重要であることか
ら、測定指標として選定した。

効果的な情報発信及
び関係諸団体との意
見交換を実施する。

26年度
市場取引の公正性・透明性の確保に向けた環境整備のためには、各市場参加者による自主的な取組みによって市場規律が全体として強化されるよう、関係諸団体の
意見交換会の実施や証券監視委の問題意識等の情報発信が重要であることから、測定指標として選定した。

政策課題の発生に応じ
て自主規制機関と必要
な協議・検討を行う。

26年度
市場取引の公正性・透明性の確保に向けた環境整備のためには、様々な政策課題の発生に応じ、自主規制機関と連携して各自主規制ルールの見直し等について積
極的に協議・検討することが重要であることから、測定指標として選定した。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

・国際会計基準の議論に関しての動向等の常時把握、内容の調査分析、議論の場に参加しての我が国としての意見・立場の発信を行う
もの。

・海外当局幹部との意見交換会の実施による連携強化の取組みや海外当局への職員派遣による人材育成等を行うためのもの。

・金融・資本市場に関する様々な情報を収集し、個別取引や市場動向の背景にある問題の分析を行うとともに、不公正取引の疑いのある
取引について取引審査を行うためのもの。

・電磁的記録の保全・復元・解析等を行う作業（デジタルフォレンジック）を行うためのもの。

・インターネット上における特定の企業を標的とした証券取引に関連する悪質な情報等に対する監視を行うためのもの。

・問題事案の早期発見や投資家被害の拡大防止のため、一般投資家等から幅広く情報収集するためのもの。

・相場操縦、内部者取引といった不公正取引や有価証券報告書等の開示書類の提出者等に対する調査・検査を行うためのもの。

・効率的かつ効果的な検査を実施するため、検査先の選定等に当たり、多様な情報源から情報を収集するためのもの。

・不公正ファイナンスをはじめ、相場操縦、内部者取引、偽計等の犯則行為を含む金融・資本市場の公正を害する悪質な行為に対して、
犯則調査を行うためのもの。

・金融商品取引法に定められた課徴金制度において、被審人に与えられた種々の権利を保証するとともに、課徴金制度の適正かつ迅速
な運営を確保するためのもの。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

－
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1
内外の経済・金融環境の
変化を踏まえた効率的か
つ効果的な監督の実施

2
検査対象先の特性に応じ
た効率的かつ実効性ある
証券検査の実施

3
政策課題の発生に応じた
自主規制機関との適切な
連携

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1) 検査等一般事務費
21

（13）
26

（13）
27 27 2

(2)
※再掲
証券取引等監視委員会一
般事務費

－ － － － 2

(3)
※再掲
情報収集・分析ツール運
用経費

－ － － － 2

21
（13）

26
（13）

27 27

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅲ－４）

施策名 　市場仲介機能が適切に発揮されるための制度・環境整備 担当部局名 証券取引等監視委員会事務局、監督局証券課

施策の概要
　金融商品取引業者等の健全かつ適切な運営を確保するため、金融商品取引業者等に対する効率的かつ効果的な監
督及び検査を実施して業務の実態を把握を図る。また、重大な法令違反等が認められた場合には、行政処分を行うとと
もに、再発防止のため、業務改善の実施状況を適切にフォローアップを図る。

目標設定の
考え方・根拠

　市場仲介機能が適切に発揮されるよう、効率的かつ効果的な監督及
び検査を実施し、金融商品取引業者等の業務の健全かつ適切な運営
の確保を図る。
【根拠】
・金融商品取引法第51条、第56条２項　等
・金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針
・平成26年度証券検査基本方針及び証券検査基本計画

達成すべき目標 　金融商品取引業者等の健全かつ適切な運営を確保すること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

内外の経済・金融環境
の変化を踏まえ、効率
的かつ効果的な監督を
実施する。

26年度
市場仲介機能が適切に発揮されるための環境整備として、金融商品取引業者等に対する効率的かつ実効性ある監督を実施することが重要であることから、測定指標と
して選定した。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

効率的かつ実効性あ
る証券検査を実施す
る。

26年度
　市場仲介機能が適切に発揮されるための環境整備として、金融商品取引業者等に対する効率的かつ実効性ある証券検査を実施することが重要であることから、測定
指標として選定した。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

政策課題の発生に応じ
て自主規制機関と必要
な協議・検討を行う。

26年度
市場仲介機能が適切に発揮されるための環境整備として、様々な政策課題の発生に応じ、自主規制機関と連携して各自主規制ルールの見直し等について積極的に協
議・検討することが重要であることから、測定指標として選定した。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

・金融商品取引業者などに対する証券検査を行うためのもの。

・海外当局幹部との意見交換会の実施による連携強化の取組みや海外当局への職員派遣による人材育成等を行うためのもの。

・効率的かつ効果的な検査を実施するため、検査先の選定等に当たり、多様な情報源から情報を収集するためのもの。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

－
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1 監査基準等の整備状況

2
公認会計士・監査法人等
に対する適切な監督

3
品質管理レビュー及び監
査法人等に対する検査の
実施状況

4
海外監査監督当局との協
力・連携状況

5
受験者等への情報発信の
拡大

6
優秀な会計人材確保に向
けた取組みの推進状況

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1) 公認会計士試験実施経費
※80

（74）
78

（63）
78 74 5

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅲ－5）

施策名 　市場機能の発揮の基盤となる会計監査に関する制度・環境整備 担当部局名
公認会計士・監査審査会事務局、総務企画局企業開示課、総務企
画局総務課審判手続室

施策の概要

　適正な会計監査の確保により市場機能の発揮の基盤が強化されるために、監査基準等の整備に係る対応、公
認会計士・監査法人等に対する適切な監督、品質管理レビューの適正な審査及び監査法人等に対する的確な検
査、海外監査監督当局との協力・連携、優秀な会計人材確保に向けた取組みの推進に係る取組みを図ることと
している。

目標設定の
考え方・根拠

　公認会計士・監査法人による監査は、財務書類の信頼性確保の
ために極めて重要な役割を果たすものであり、厳正な会計監査の
確保を図ることが重要である。
【根拠】
・公認会計士法第１条、第１条の２等

達成すべき目標 　適正な会計監査の確保により市場機能の発揮の基盤が強化されること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

監査基準等の策定 26年度
監査基準等の整備により、公認会計士の監査を受け信頼性を高めたいとの社会的要請に応え、かつ「公認会計士監査」にふさわしい監査の質の確保に寄
与することができることから設定。

日本公認会計士協会
との連携による、公
認会計士・監査法人
等に対する適切な監
督の実施

26年度 適正な会計監査を確保するためには、公認会計士・監査法人等に対して、関係団体と連携しながら適切な監督を実施する必要性があることから設定。

・品質管理レビュー
の的確な審査の実施
・監査法人等に対す
る的確な検査の実施

26年度

・品質管理レビュー制度の審査を適正に行うことによって、自主規制機関である日本公認会計士協会が実施する品質管理レビューの実効性の向上を促す
ことができる。また、品質管理レビューの結果の報告を適正に審査することによって、個々の監査法人等の問題を把握することができ、審査会が実施す
る検査及び報告徴収を効果的に実施することができることから設定。
・監査法人等に対して的確に検査を実施することによって、監査法人等における業務運営上の根本的な問題に焦点を当てた検証を実施することが可能と
なる。このことによって、監査法人等に監査の品質管理の向上を促し、適正な会計監査の確保に資することができることから設定。

国際会議への貢献及
び二国間協議の実施

26年度
企業活動のグローバル化により監査業務におけるクロスボーダー化が進展している中にあって、海外監査監督当局が参加する国際的な会合における議論
への積極的な貢献や、情報交換の枠組み構築等に向けた二国間協議の実施等を通じ、諸外国の監査監督当局との連携を強化することは、我が国資本市場
の信頼性向上や投資者保護に資するものであることから設定。

・公認会計士試験に
関する広報活動の強
化

26年度 公認会計士試験について、多様な人々が受験するよう広く周知を図る必要があることから設定。

・公認会計士等の活
動領域の拡大等に向
けた施策の実施

26年度

公認会計士は、監査証明業務の担い手としてだけでなく、企業などにおける専門的な実務の担い手として、経済社会における重要な役割を担うことが一
層求められている。このため、平成21年以降、毎年、日本公認会計士協会や経済界等の関係者を集めて意見交換会を開催するとともに、意見交換会で策
定したアクションプランに基づき、各メンバーにおいて取組みが進められた結果、公認会計士等の活動領域の拡大はある程度進んでいると考えられるも
のの、今後も更なる環境整備を図っていく余地があるものと考えられる。また、25年12月に金融・資本市場活性化有識者会合が公表した「金融・資本市
場活性化に向けての提言」には、「監査の質を向上し、我が国の監査制度に対する国際的な信用を維持・確保する必要がある。そのためには、公認会計
士資格の魅力の向上を図ることも肝要である。」と盛り込まれているところであり、こうした提言も踏まえ、今後も優秀な会計人材確保に向けた取組み
を推進していくことが重要であると考えられることから設定。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

公認会計士試験実施経費は、試験委員会議への出席に必要な旅費、問題作成等について試験委員に支給される手当、答案の採
点等に係る諸謝金であり、試験を公正かつ確実に実施するために必要な経費。
※流用額1,865千円含む
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(2)
懲戒処分経費（参考人等
旅費）

0
（－）

0
（2）

0 0 2

(3) 課徴金制度関係経費
0

（－）
2

（－）
1 2 2

(4)

監査法人、公認会計士等
に対する検査等に係る経
費

32
（13）

32
（14）

27 28 3、4

113
（87）

112
（79）

107 104

公認会計士・監査法人に懲戒処分に該当する事実があると思料するときは、内閣総理大臣（金融庁長官に委任。）は、職権を
もって、必要な調査をすることができる。本調査は、公認会計士・監査法人に対して行うものであるが、必要に応じて、専門
家の意見を求めるとの観点等から、参考人に来庁を要請することもあり、その際の旅費を負担するために必要な経費。

公認会計士法に定められた課徴金制度において、被審人に与えられた種々の権利を保証するとともに、課徴金制度の適正かつ
迅速な運営を確保するために必要な経費。

・公益又は投資者保護のため、監査事務所等に対し立入検査を実施する際に必要な経費（金融機関等検査旅費）。
・国際会議に参加し、監査や検査に関する国際的な情報・意見交換を実施するほか、外国監査法人に対する検査等の準備のた
め、海外監査監督当局及び外国監査法人との打合せを実施するために必要な経費{職員旅費（外国旅費）、金融機関等検査旅
費}。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

－
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1

金融庁が参加している国
際的な金融規制改革に関
する国際会議における基
準・指針等の策定状況

2
国際的な金融規制改革に
関する国際会議への出席
状況

3
他国当局等との対話の状
況

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

－ － － － － － －

－ － － －

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅳ－１）

施策名 　国際的な政策協調・連携強化 担当部局名
総務企画局総務課国際室、総務企画局企業開示課、総務企画局市場
課、総務企画局企画課調査室、監督局総務課、監督局総務課国際監
督室

施策の概要
　国際金融システムの安定と発展、ひいては日本経済の持続的な成長に貢献するため、国際的な金融規制改革への積
極的な参画・貢献、海外当局との連携強化、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策への対応等を図る。

目標設定の
考え方・根拠

　国際金融システムの安定と発展、ひいては日本経済の持続的な成長
に貢献するため、国際会議・二国間協議等を通じて国際的な金融規制
改革のための政策協調を推進するとともに、各国・地域と更なる連携強
化を図る。

【根拠】
・G20サンクトペテルブルク・サミット首脳宣言（平成25年９月）等

達成すべき目標
　国際的な金融規制改革に積極的に参画・貢献し、主導的な役割を担うこと等を通じ、国際金融システムの安定と発展、ひいては日本経済の持
続的な成長に資すること。

政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

金融危機の再発防止
及び金融システムの安
定確保の観点から、国
際的な金融規制改革
の議論・ルール策定等
に積極的に参画・貢献
する。

26年度
　本施策については、目標の達成度を定量的に測定する適当な指標を設定することは困難であるが、一方で、左記の状況を確認することにより、日本の国際会議への
積極的な参画・貢献等の状況を一定程度把握することができるため、測定指標として選定した。

金融危機の再発防止
及び金融システムの安
定確保の観点から、国
際的な金融規制改革
の議論・ルール策定等
に関する会議には、可
能な限り出席する。

海外の金融当局等と
の対話を通じて、規制・
監督上の問題に関す
る連携を強化する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

－

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

－
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基準年度 目標年度

1 金融協議の開催状況

協力関係
強化に関
する覚書
締結・書簡
交換、技術
支援に関
する合意

25年度
具体的な
技術支援
の実施

26年度

2 技術支援の実施状況

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1)

金融政策推進に必要な経
費
-アジアの金融インフラ整
備支援事業（平成23年度）
-アジア金融・連携センター
設置・運営（平成26年度）

50 32 33 119 1

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅳ－２）

施策名 　アジア諸国における金融・資本市場の整備及び金融業の一層の開放に向けた政策協調 担当部局名 総務企画局総務課国際室

施策の概要
　アジア諸国の金融・資本市場の整備を促進することを通じて、日本企業及び金融機関のアジア経済圏での活動を金融
面で支援し、アジアの経済成長を日本の経済成長に取り込むため、アジアにおける金融インフラ整備支援及び金融・資
本市場の規制緩和の促進等の取組みを図ることとしている。

目標設定の
考え方・根拠

　日本の成長強化のためには、日本企業及び金融機関のアジアにお
ける事業展開の円滑化を通じ、アジアの成長力を取り込む必要があ
る。
　こうした観点から、日本企業及び金融機関の事業展開の促進並びに
アジアの成長力基盤の強化に資する金融インフラの一層の整備を支
援する。併せて金融規制の緩和を促していく。
　また、環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）を始めとする経済連携協定
（ＥＰＡ）に係る金融サービス自由化交渉に積極的に参加し、金融サー
ビス分野の自由化の進展を図っていく。

【根拠】
・日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成25年1月11日閣議決定）
・「日本再興戦略 - JAPAN is BACK ‒」（25年6 月14 日閣議決定）
・「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（25年6
月14 日閣議決定）
・「産業競争力の強化に関する実行計画」（26年1月24日閣議決定）

達成すべき目標
　アジア諸国の金融・資本市場の整備を促進することを通じて、日本企業及び金融機関のアジア経済圏での活動を金融面で支援し、アジアの経
済成長を日本の経済成長に取り込む。

政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標 基準 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠

アジアの金融インフラ整備の支援を促進するに当たって、相手国の金融インフラの発展状況及び支援ニーズを的確に把握し、協力関係の枠組み及び具体的な技術支
援の方向性・内容を決定する金融協議は重要な場であることから、その開催状況を設定。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

技術支援による法制度
や決済システム等の金
融インフラの向上

26年度
アジアの金融インフラ整備の支援を促進するに当たって、金融協議等を通じ決定された具体的な技術支援の方向性・内容に沿って、着実に技術支援が実施されること
が重要であることから、その実施状況を設定。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

・アジアの金融インフラ整備支援のための現地調査、セミナー開催等。
・新設するアジア金融連携センターにおいて、アジア各国の金融当局から客員研究員の受入れを開始し、人材交流を進めつつ、アジアの
金融・資本市場に係る諸課題や体系的な技術支援のあり方を調査・検討。
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(2)

経済協力に必要な経費
－新興市場国を対象とした
金融行政研修（平成10年
度）
－国際開発金融機関協力
経費（平成14年度）

105 101 103 113 2

155 133 136 232

・新興市場国の金融行政担当者を対象とした研修事業の実施。
・各国際機関（OECD、IAIS、IOSCO）の新興市場国向け技術支援のための拠出金。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

・「日本経済再生に向けた緊急経済対策」（平成25年1月11日閣議決定）
・「日本再興戦略 - JAPAN is BACK -」（25年6 月14 日閣議決定）
・「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（25年6 月14 日閣議決定）
・「産業競争力の強化に関する実行計画」（26年1月24日閣議決定）
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1
「規制改革実施計画」に盛
り込まれる項目等の検討
作業

2
ノーアクションレター、一般
法令照会の受理から回答
までの処理期間

3
官民ラウンドテーブル及び
同作業部会の開催実績

4

「金融・資本市場活性化に
向けての提言」を踏まえた
金融・資本市場活性化策
の検討作業

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1)
我が国の金融・資本市場
の競争力強化に向けた実
態等の調査

- - 13 3

(2)
世界の国際金融センター
の規制・税制に関する調査
研究

- - - 12 4

25

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅳ－３）

施策名 　金融サービスの提供者に対する事業環境の整備 担当部局名 総務企画局政策課、総務企画局企画課、監督局総務課

施策の概要
　金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応しつつ、積極的に事業を展開できる環境を確保するため、規
制・制度改革の推進や産業競争力強化法に基づく要望等への対応、事前確認制度の適切な運用、官民による持続的な
対話の実施、金融・資本市場活性化策の検討に向けた取組みを図ることとしている。

目標設定の
考え方・根拠

　金融を巡る状況の変化に対応するとともに、我が国経済における民
需主導の成長の実現に資する規制・制度改革を推進すること等によ
り、金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応しつつ、
積極的に事業を展開できる環境を確保する必要がある。
【根拠】
「産業競争力の強化に関する実行計画」（平成26年１月24日閣議決定）
等

達成すべき目標 　金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応しつつ、積極的に事業を展開できる環境を確保すること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

「規制改革実行計
画」に盛り込まれる
項目等の検討・必要
な措置の実施

26年度
26年度において、「規制改革実施計画」が取りまとめられる予定であるほか、「規制改革ホットライン」を通じた提案の募集も行われることから、これらをはじめとした規制
改革事項等について検討作業を行っていく必要があるため。

　ノーアクションレ
ター制度等を利用し
た法令照会への対
応について、所定の
処理期間の遵守を
徹底するとともに、可
能な限り、その短縮
を図る。

26年度

　金融サービス提供者が、積極的に新しい商品の販売やサービスの提供を行える環境を確保するためには、法令解釈等を速やかに確認できることが望ましく、当庁とし
てこれを後押しする観点からも、ノーアクションレター制度等を利用した法令照会への対応として、正確性のみでなく迅速性にも配慮した取り組みを行っていくことが有益
であると考えられるため、本測定指標を選定した。
　目標の水準については、「金融庁における法令適用事前確認手続に関する細則」において、「照会者からの照会書面が照会窓口に到達してから原則として30日以内
に照会者に対する回答を行うものとする。（略）補正期間を含めた全体としての処理期間の短縮に努めることとする。」等とされていることを踏まえて設定したものである。
　また、法令照会は必要に応じて随時行われるものであるため、当庁としても、随時、各照会案件の処理期間の適切性等を検証し、毎年度、目標等の見直しの必要性
等を検討していく必要があるため、目標年度を当年度に設定した。

官民ラウンドテーブ
ル及び同作業部会
のテーマや議論の深
度等を踏まえた必要
性に応じた必要に応
じた開催。

26年度
「官民による持続的な対話」の実施状況を測るために、官民の実務家が同じ目線に立って対話を行い、課題を共有する機会である官民ラウンドテーブル及び同作業部
会の開催実績を測定指標として設定。単に開催回数ではなく、テーマごとに金融業の現況・課題を踏まえた開催を目標とした。

「金融・資本市場活
性化策に向けての提
言」を踏まえた金融・
資本市場活性化策
に係る施策の実施

26年度 26年度において、「金融・資本市場活性化に向けた提言」に盛り込まれた金融・資本市場活性化策の実施に向けた取組を進めていくため。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

我が国金融機関・市場の競争力向上のため、金融業が抱える様々な課題について調査研究を行う。

世界の主要な国際金融センターにおいて、各市場の競争力向上のために政府が講じている諸施策（制度・税制）等について調査研究を
行う。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

「産業競争力の強化に関する実行計画」（平成26年１月24日閣議決定） 等
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基準年度 目標年度

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

- - - - - - -

- - - -

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅳ－４）

施策名 　金融行政についての情報発信の強化 担当部局名 総務企画局政策課広報室、総務企画局政策課

施策の概要
   金融庁が決定した様々な施策や金融取引に関する注意喚起等について、国民に対して迅速かつ正確に情報発信を
行うことが重要であり、大臣等による記者会見等や報道発表、金融庁ウェブサイト等による公表を通じて、積極的に情報
発信を行っていく。また、金融庁の施策については、海外での関心も高く、英語による情報発信を強化していく。

目標設定の
考え方・根拠

　透明性・予測可能性を確保しつつ金融行政を適切に推進していく上
で、当局としての方針や施策の意図・内容が内外の関係者に正確に伝
わることが重要であり、引き続き情報発信を強化していく必要がある。
　とりわけ、金融は他の分野に比べてもグローバル化が進展している
分野であることから、海外に向けて情報発信の充実が必要である。

達成すべき目標
　金融行政についての情報発信を強化することにより、当局としての方針や施策の意図・内容を内外の関係者に正確に伝える環境を整備するこ
と。

政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標 基準値 目標値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

1
金融庁ウェブサイト（日本
語版・英語版）へのアクセ
ス件数

1億5,644万件 25年度 増加 26年度

【測定指標】
　金融庁が発信する情報の閲覧・アクセス状況が分かるものとして、左記測定指標を選定した。

【目標値】
　金融庁が発信する情報に対して国民や利用者による閲覧・アクセスが増加することにより、より多くの情報の受け手に当局としての方針や施策が伝わり、また、より多
くの情報が伝わると考えられるため。

2
金融庁ウェブサイト（英語
版）へのアクセス件数

496万件 25年度 増加 26年度

3
新着情報メール配信サー
ビス登録件数

37,877件 25年度末 増加 26年度末

4
金融庁Twitterのフォロ
ワー数

18,296人 25年度末 増加 26年度末

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

－

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

-
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基準年度 目標年度

2

国民の金融知識の状況
金融商品の選択
※金融広報中央委員会
「家計の金融行動に関する
世論調査」

3

国民の金融知識の状況
金融広報中央委員会の認
知度
※金融広報中央委員会
「家計の金融行動に関する
世論調査」

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策Ⅳ－５）

施策名 　金融リテラシー（知識・判断力）の向上のための環境整備 担当部局名 総務企画局政策課

28

施策の概要 　金融リテラシーが向上するため、金融経済教育の推進にかかる取組みを図ることとしている。
目標設定の
考え方・根拠

　金融リテラシーの向上は、以下の点から重要である。
・金融取引を巡るトラブルから身を守るとともに、ローン、保険、資産運
用商品等の金融商品を賢く利用することを通じて、生活の質の向上に
つながる。
・利用者保護の実現には、当局による規制だけでは限界があり、過度
な規制は、金融機関等のイノベーションを阻害するという問題もある。こ
のため、利用者の金融商品を選別する目が確かになれば、より良い金
融商品の普及も期待できる。
・現在、約1,600兆円に上る家計金融資産の過半は現預金となってい
る。資産運用を行う上での基礎知識を身に付け、家計が国内外の資産
（株式、債券等）への中長期・分散投資を進めることは、家計の安定的
な資産形成に資するだけでなく、成長資金の供給等を通じ、デフレ脱却
にも資すると考えられる。
【根拠】
・消費者基本計画（平成22年３月閣議決定）
・日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成25年1月11日閣議決定）
・金融経済教育研究会報告書（平成25年4月30日公表）
・消費者教育の推進に関する基本的な方針（平成25年6月28日閣議決
定）
・金融・資本市場活性化に向けての提言（平成25年12月13日公表）

達成すべき目標 　金融リテラシーが向上すること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

･利用者が、適切な金融知識を得て、それぞれのニーズに応じた金融商品を選択できる必要があるため、測定指標として選定した。

測定指標 基準値 目標値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

1

国民の金融知識の状況
生活設計策定の有無
※金融広報中央委員会
「家計の金融行動に関する
世論調査」

37.7% 25 50%

金融広報中央委員
会のウェブサイト
（「知るぽると」）の周
知

26年度
・金融広報中央委員会のウェブサイト（「知るぽると」）を、金融経済教育に関する情報のインターネットでの最初のアクセス先として周知を図るため、測定指標として選定
した。

・生活設計を行う上では、金融の基礎知識や各種金融サービスの特性を理解するなど金融リテラシーを身につける必要があるため、測定指標として選定した。
・国民の半数が生活設計を有する家計となることを目標として設定した。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

金融商品を選択する
ための金融知識の
普及

26年度
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当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1)
金融経済教育の推進に必
要な経費

16 17 13 14 1

16 17 13 14施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」（平成25年1月11日閣議決定）
「金融・資本市場活性化に向けての提言」（金融・資本市場活性化有識者会合、平成25年12月13日公表）

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

金融経済教育の充実を図るためのシンポジウムの開催、ガイドブック等の整備・普及
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2 研修等の実施状況

3 人材派遣等の状況

4 民間専門家の在職者数

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

－ - - - - －

- - - -

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策１－（１））

施策名 　金融行政を担う人材の確保と資質の向上 担当部局名 　総務企画局総務課、総務企画局総務課開発研修室

施策の概要

　高い専門性と幅広い視野を持った多様な職員の確保と資質の向上を図るため、組織として力を発揮できる体制に向け
た取組みを推進するほか、金融行政を担う人材の確保と資質向上に係る方針に基づき、金融行政の各専門分野におけ
る計画的任用、国際対応力の強化、官民人材交流の促進等を着実に実行します。また、引き続き新興国への若手職員
の派遣の推進を図ります。

目標設定の
考え方・根拠

　高度に専門化するとともに、経済活動・国民生活に多大な影響を与え
得る金融行政に的確に対応するため、高い専門性と幅広い視野を持っ
た多様な職員を確保し、その資質の向上を図ることが必要です。
【根拠】
・ベター・レギュレーション（金融規制の質的向上）
・金融・資本市場競争力強化プラン（平成19年12月21日）

達成すべき目標 　高い専門性と幅広い視野を持った多様な職員の確保と資質の向上を図ること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

1
組織として力を発揮できる
体制に向けた取組み

ⅰ）　「金融庁職員の
　　あり方」の職員へ
　　の浸透

26年度
・　職員一人ひとりがあるべき姿を自覚するとともに、誇りを持って働き、職場はそれをバックアップする存在となるよう、職員の基本的な取組姿勢をまとめた「金融庁職
員のあり方」の浸透を図ることにより、職員の資質向上が果されると考えていることから、測定指標として設定しました。

ⅱ）　ＰＤＣＡサイクル
　　による業務改善等
　　の継続実施

26年度
・　職員が高いパフォーマンスを発揮し、良い成果を挙げていくため、業務の効率化・職場環境の改善策等について各課室で議論・策定するとともに、事後的に評価し更
なる改善に繋げていくＰＤＣＡサイクルによる業務改善を行う取組みを継続することにより、職員の資質向上及び効果的かつ効率的な行政の推進が果されると考えてい
ることから、測定指標として設定しました。

ⅲ）　家庭・子育てと
　　キャリアの両立を
　　目指せる職場環
　　境の推進

26年度
・　育児等の必要がある職員であっても家庭・子育てとキャリアの両立を目指せる職場環境の整備を推進し、多様な働き方を可能とすることにより、多様な人材を確保す
ることが果されると考えていることから、測定指標として設定しました。

関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

　国内外の大学院への
留学や研修の実施等
を通じて、専門性の高
い人材の育成を図る

26年度
・　国内外の大学院への留学や研修の充実・実施に取り組むことにより、①職員に専門知識を習得させ専門的見地からの分析能力等が養成される、②国際化する行政
に対応し得る人材を育成することが果されると考えていることから、測定指標として選定しました。

　国際機関や民間企業
等への派遣を通じて、
職員の専門性の強化
と幅広い視野を持った
職員の育成を図る

26年度
・　国際機関、海外監督当局、在外公館や、民間企業、地方自治体、大学等への出向等により、高い専門性と幅広い視野を持った人材の育成が果されると考えているこ
とから、測定指標として選定しました。

－

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

－

　民間企業経験者や弁
護士・公認会計士等の
専門家の採用・登用を
積極的に実施

26年度
・　金融機関をはじめとする民間企業経験者や弁護士・公認会計士等、高い専門性を有する人材を積極的に任用・登用することにより、金融の複雑化・専門化に的確に
対応し、国民に信頼される金融行政の遂行が果されると考えていることから、測定指標として選定しました。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
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1  調査研究分析成果の作成

2

コンファレンス、研究会・勉
強会等の定期的な開催、
随時、必要に応じて産・官・
学の交流を図る機会の設
定

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1)
研究論文執筆関係経費
国際コンファレンス経費、
金融研究会関係経費

16
(10)

14
(7)

13 13 １,2

16
(10)

14
(7)

13 13

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策２－（１））

施策名 　学術的成果の金融行政への導入・活用 担当部局名 　総務企画局政策課研究開発室

施策の概要
　的確な調査研究分析を通じて、学術的成果を適切に金融行政へ導入・活用するため、金融行政の参考となる調査研
究の実施、産・官・学の連携強化に係る取組みを図ることとしている。

目標設定の
考え方・根拠

　金融情勢の変化に的確に対応しつつ、適切な行政運営を確保してい
くため、金融環境に対応した様々なテーマについて調査研究分析等を
行い、その学術的成果を金融行政へ導入・活用して、専門的かつ客観
的裏づけに基づいた金融行政の遂行を図る必要がある。
　研究会等の開催により、外部有識者の知見を金融行政へ活用するた
めの金融行政とアカデミズムとのネットワーク構築が図られているが、
今後もこのような取組みを持続的に行っていくことが必要である。

達成すべき目標 　的確な調査研究分析を通じて、学術的成果を適切に金融行政へ導入・活用すること 政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

 調査研究分析成果
を作成し、金融行政
の参考となる調査研
究の実施すること

26年度
・金融に関する様々なテーマについて調査研究分析等を行い、その成果を国内外に適切に情報発信するとともに、行政運営に適切に活用するため、指標として選定し
た。

測定指標 目標

 コンファレンス、研究
会、勉強会等を開催
し、産・官・学のより
一層の連携強化を
図ること。

26年度
・コンファレンス・研究会・勉強会等を開催することで、産・官・学の交流の機会を設定しつつ、学術的成果の金融行政・実務への導入・活用及び金融行政・実務の問題・
関心・実情の学界へのインプットという双方向の議論を行うことで、更なる連携強化を図るため、指標として選定した。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

・諸外国の金融法制・規制の比較・分析の一環として、また、各国の研究者、政府関係者、実務家等とのネットワーク強化を目的として、
望ましい金融規制・監督のあり方等について、産官学を中心とした国際コンファレンスを開催。
・研究官・特別研究員の研究テーマについて、各界の有識者及び庁内職員を集め、情報収集と議論を重ねる研究会等を発足・運営す
る。
・特別研究員等の調査・研究を研究成果報告書として取りまとめる。取りまとめた研究成果報告書については、研究をより有益なものへと
高め、金融庁内外を問わず議論を喚起することが重要であることから、金融研究センターウェブサイトに掲載し積極的に情報発信を行う。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

－
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基準年度 目標年度

基準年度 目標年度

4

②情報システム調達の適
正化
　情報システムに係る政府
調達案件の情報システム
調達会議付議状況

100% 平成25年度 100% 平成25年度

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策３－（１））

施策名 　金融行政における情報システムの活用 担当部局名
総務企画局総務課情報化統括室、総務企画局総務課管理室、総務企
画局企業開示課、検査局総務課、監督局総務課、証券取引等監視委
員会事務局総務課

施策の概要

　電子政府の構築は、国民の利便性の向上と行政運営の簡素化、効率化、信頼性及び透明性の向上に資するため、金
融庁としても「電子政府構築計画」等に即し、金融庁行政情報化推進会議、金融庁情報システム調達会議の下、情報化
統括責任者（CIO）、CIO補佐官等を構成員とする金融庁PMOの助言・支援を受けつつ、
①業務・システムの最適化の実施
②情報システム調達の適正化
③情報セキュリティ対策の推進
の取組みを行なうこととします。

目標設定の
考え方・根拠

　「今後の行政改革の方針」（平成16年12月24日閣議決定）において、
「業務・システムの最適化及びこれに対応した減量・効率化等の取組を
進める。」こととされている。
【根拠】
・「今後の行政改革の方針」（平成16年12月24日閣議決定）等
「サイバーセキュリティ2013」（平成25年６月27日情報セキュリティ政策
会議決定）において、「情報及び情報システムに係る情報セキュリティ
水準の一層の向上」があげられている。
【根拠】
・「サイバーセキュリティ戦略」（平成25年６月10日情報セキュリティ政策
会議決定）等

達成すべき目標
　１　早期に最適化を実施し、業務の効率化を図ること
　２　情報システム調達の適正化を図ること
　３　情報セキュリティ対策の推進を図ること

政策評価実施予定時期 平成27年５月

測定指標 基準値 目標値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

1

①業務・システムの最適化
の実施
　(ア)　 「金融検査及び監
督並びに証券取引等監視
等業務に関する業務・シス
テム」
　・経費削減額
　・業務処理時間の短縮

7.0億円;- 平成20年度
4.9億円;約
9,450日

平成29年度

最適化計画の策定及び改定時における各システムからの経費削減等による効果を目標値として選定した。
2

①業務・システムの最適化
の実施
　(イ)　「金融商品取引法に
基づく有価証券報告書等
の開示書類に関する電子
開示システム(EDINET)」
　・経費削減額

7.3億円 平成24年度 5.7億円 平成29年度

3

①業務・システムの最適化
の実施
　(ウ)　「金融庁行政情報
化LANシステム」
　・経費削減額
　・業務処理時間の短縮

5.5億円;- 平成20年度
5.3億円;約
100日

平成29年度

測定指標 基準 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠

金融庁における調達改善計画から測定指標として選定した。
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5

③情報セキュリティ対策の
推進
　技術的な情報セキュリ
ティ対策を一層強化するほ
か、情報及び情報システム
に係る情報セキュリティ水
準の一層の向上を考慮し
た情報セキュリティ対策の
推進に係る所要の整備状
況

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

(1)
業務・システム最適化計画
に基づく金融庁業務支援
統合システムの開発経費

280
（280）

210
（15）

256
（386）

189 1

280・280 210・15 256・（386） 189

関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

・当庁の主要業務である金融検査・監督業務・証券取引等監視等の業務について、「金融検査及び監督並びに証券取引等監視等業務に
関する業務・システム最適化計画」（平成18年3月28日金融庁行政情報化推進委員会決定、平成20年8月7日一部改定、平成23年5月16
日一部改定）を策定した。
・本計画の狙いは、金融・証券市場の環境変化に迅速かつ柔軟に対応するために、業務・システムを見直し、ＩＴ（情報技術）を活用して関
連部局間での情報連携を強化するなどにより、業務の一層の効率化を推進することにある。
具体的には、情報の利用を高度化する仕組みとして、金融庁業務支援統合システムを構築し、金融検査・監督・証券取引等監視等の３
業務のデータベースの統合等を行い、関係部局間において情報の適時利用や情報連携の強化を行うこと等により、業務効率の向上を図
ることとしている。
・当該予算要求により、平成27年度中の全面稼動に向けてシステムの設計・開発を実施していくものである。

【留意点】
　左記「予算額計（執行額）」の25年度においては、24年度からの繰越し約160百万円があり、当初予算約256百万円と足し合わせると約
416百万円となる。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

「今後の行政改革の方針」（平成16年12月24日閣議決定）において、「業務・システムの最適化及びこれに対応した減量・効率化等
の取組を進める。」こととされている。
【根拠】
・「今後の行政改革の方針」（平成16年12月24日閣議決定）等

技術的な情報セキュリ
ティ対策を一層強化す
るほか、情報及び情報
システムに係る情報セ
キュリティ水準の一層
の向上を考慮した情報
セキュリティ対策を適
切に推進するため、所
要の整備（情報セキュ
リティポリシーの改定
等）を実施する。

平成26年度
実施状況の適切性を判断するためには、実際に発生した情報セキュリティ事案への対応状況を評価することが必要なため、測定指標として選定するとともに、目標とし
て設定した。

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
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1
災害等発生時における金
融行政の継続確保のため
の取組み

2
災害等発生時に備えた防
災訓練

当初予算額

23年度
（百万円）

24年度
（百万円）

25年度
（百万円）

26年度
（百万円）

－ - - - - －

- - - -

平成26年度実施施策に係る事前分析表
金融庁26（施策３－（２））

施策名 　災害等発生時における金融行政の継続確保 担当部局名
総務企画局政策課、総務企画局総務課、総務企画局総務課管理室、
監督局総務課

施策の概要
　　「金融庁業務継続計画」等の見直しや実践的な防災訓練を実施するとともに、関係機関との連携強化を図りつつ、同
計画の実効性の検証を行うことにより、金融庁の業務継続体制の充実・強化を図る。

目標設定の
考え方・根拠

　「首都直下地震緊急対策推進基本計画」等において、行政機能の中
核を担う中央省庁には業務継続計画の策定等を通じて業務継続性の
確保を図ることが求められていることを踏まえ、金融庁としても、業務継
続性の確保に係る取組みを進める。
【根拠】
・首都直下地震対策について（最終報告）（平成25年12月19日　首都直
下地震対策検討ワーキンググループ）
・首都直下地震緊急対策推進基本計画（26年３月）
・政府業務継続計画（26年３月）

達成すべき目標 　金融庁の業務継続体制の充実・強化を図ること 政策評価実施予定時期 27年５月

政府防災訓練の参
加や防災訓練を実
施する

26年度 平成26年度中に、金融行政の継続確保の観点から関係機関と連携して実践的な防災訓練を実施。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠
目標年度

金融庁業務継続計
画等を見直す

26年度 平成26年度中に、政府業務継続計画の制定等を踏まえて、代替庁舎の移転対応を含めた金融庁業務継続計画の見直しを実施。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

－

事務事業に関連する
予算等の項目

予算額計（執行額）
関連する
指標

項目の概要等
平成26年

行政事業レビュー
事業番号

－
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